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5. 地震 

5.1 概要 

 基準地震動は，以下の方針により策定する。 

まず，敷地周辺における活断層の性質や，敷地周辺における地震発生状況

等を考慮して，その発生様式による地震の分類を行ったうえで，敷地に大き

な影響を与えると予想される地震（以下「検討用地震」という。）を，複数

選定した後，敷地での地震動評価を実施し，「敷地ごとに震源を特定して策

定する地震動」を評価する。 

 次に，敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても，なお敷

地近傍において発生する可能性のある内陸地殻内地震の全てを事前に評価し

うるとは言い切れないとの観点から，「震源を特定せず策定する地震動」を

評価する。 

そして，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定

せず策定する地震動」の評価結果に基づき，解放基盤表面における基準地震

動を策定する。 

最後に，策定された基準地震動の応答スペクトルがどの程度の超過確率

に相当するかを確認する。 

 

5.2 敷地周辺の地震発生状況 

 リサイクル燃料備蓄センターが位置する東北地方から北海道では，海洋プ

レートである太平洋プレートが陸側に向かって近づき，日本海溝から陸のプ

レートの下方へ沈み込んでいることが知られている。また，東北地方におけ

る活断層の多くは南北方向の走向を示す逆断層であり，この地域が東西方向
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に圧縮されていることを示唆している(1)。 

 東北地方から北海道では，上記に対応するように地震が発生しており，そ

の発生様式から「プレート間地震」，「海洋プレート内地震」，「内陸地殻

内地震」及び「日本海東縁部の地震」の４種類に大別される。これらの地震

のうち，敷地周辺の青森県東方沖から日本海溝付近にかけての海域ではプレ

ート間地震の発生数が最も多く，また，マグニチュード(以下「Ｍ」とい

う。）７～８程度の大地震も発生している。 

 

5.2.1  被害地震 

 日本国内の地震被害に関する記録は古くからみられ，これらを収集，編集

したものとして，「増訂 大日本地震史料」(2)，「日本地震史料」(3),「新収 

日本地震史料」(4)，「日本の歴史地震史料」(5)等がある。 

 また，地震史料及び明治以降の地震観測記録を基に，主な地震の震央位

置，地震規模等を取りまとめた地震カタログとして，「日本被害地震総覧」

(6)，「地震活動総説」(7)，「理科年表」(8)，「気象庁地震カタログ」(9)，

「宇津カタログ（1982）」(10)，「宇佐美カタログ（1979）」(11)等がある。 

 「日本被害地震総覧」及び「気象庁地震カタログ」に記載されている被害

地震のうち，敷地からの震央距離が 200km 程度以内の被害地震の震央分布を

第 5.2－1 図(1)に，敷地からの震央距離が 200km 程度以遠の被害地震の震央

分布を第 5.2－1 図(2)に示す。また，敷地周辺における主な被害地震の諸元

を第 5.2－1 表に示す。ここで，地震の規模及び震央位置は，1922 年以前の

地震については「日本被害地震総覧」による値を，1923 年以降の地震につい

ては「気象庁地震カタログ」による値をそれぞれ用いている。 
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 これらの図によると，太平洋側の海域では，東経 144°付近において 1952

年十勝沖地震（Ｍ8.2）及び2003年十勝沖地震（Ｍ8.0）のようにＭ８クラス

のプレート間地震が発生しており，300km 以上離れた位置で 2011 年東北地方

太平洋沖地震（モーメントマグニチュード（以下「Ｍw」という。）9.0）が

発生している。また，青森県東方沖から日本海溝付近にかけての海域におい

てはＭ７クラスのプレート間地震が数多く発生しており，それらの中には，

1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）や1994年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）のように，

近年青森県に大きな被害をもたらした地震も存在する(12)(13)。 

 なお，海洋プレート内地震として，敷地から200km程度の位置で2008年岩

手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8）が発生しており，300km以上離れた位置で1933

年昭和三陸地震（Ｍ8.1），1993年釧路沖地震（Ｍ7.5），1994年北海道東方

沖地震（Ｍ8.2）及び2011年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）が発生している。 

一方，陸域では，敷地から 100km 程度の位置において，1766 年津軽の地震

（Ｍ７1/4±1/4）のようにＭ７クラスの内陸地殻内地震が発生しており，

250km以上離れた位置で，2008年岩手・宮城内陸地震（Ｍ7.2）が発生してい

る。 

 また，日本海側の海域では，1983 年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び 1993 年

北海道南西沖地震（Ｍ7.8）のようにＭ７を上回る日本海東縁部の地震が発

生している。 

 なお，敷地から 50km 以内では，敷地の南東側の海域で発生した 1978 年青

森県東岸の２地震（Ｍ5.8）以外に被害地震は発生していない。 

 

5.2.2 敷地周辺で発生したＭ５以上の地震 
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 1923 年１月～2015 年 12 月までの間に，敷地周辺で発生したＭ５以上の地

震の震央分布を第 5.2－2 図に示す。また，敷地付近を横切る幅 50km の範囲

に分布する震源の鉛直分布を第5.2－3図に，太平洋プレートの沈み込みの様

子を深発地震の震源の等深線で表したもの(14)を第5.2－4図に示す。 

 これらの図によると，敷地周辺における地震活動の特徴は以下のとおりで

ある。 

(1) 太平洋側の東経142°より東側の海域で，地震が数多く発生している。 

(2) 太平洋側の海域で発生する地震は，陸域に近づくにしたがってその震源

が深くなっている。 

(3) 岩手県沖では，2011年東北地方太平洋沖地震（Ｍw9.0）の余震活動がみ

られる。 

(4) 日本海側では，1983年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び1993年北海道南西

沖地震（Ｍ7.8）の本震及び余震活動がみられる。 

(5) 敷地から100km以内では，Ｍ７を超える地震は発生していない。 

 

5.2.3 敷地周辺で発生したＭ５以下の地震 

 2011 年１月～2015 年 12 月までの間に，敷地周辺で発生したＭ５以下の地

震の震央分布を第5.2－5図に，震源の鉛直分布を第5.2－6図に示す。 

 これらの図によると，敷地周辺における地震活動の特徴は以下のとおりで

ある。 

(1) 深さ 0～30km の範囲では，多くの地震が海域のプレート境界付近及び陸

域の地殻内で発生している。 

(2) 深さ 30～60km の範囲では，多くの地震が海域のプレート境界付近で発
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生しており，陸域における地震はほとんどみられない。 

深さ60km以上の範囲では，地震が太平洋プレートの沈み込みに沿って発生

しており，震源の鉛直分布には第5.2－6図における二重深発地震面がみら

れる。これらの地震は，陸域に近づくにしたがってその震源が深くなり，敷

地周辺では深さ100km程度以上で発生している。 
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しており，震源の鉛直分布には第5.2－6図における二重深発地震面がみら

れる。これらの地震は，陸域に近づくにしたがってその震源が深くなり，敷

地周辺では深さ100km程度以上で発生している。 
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5.3 活断層の分布状況 

 敷地から半径 100km 程度の範囲について，「3. 地盤」に基づく敷地周辺

の活断層の分布を第 5.3－1 図に示す。また，第 5.3－1 図に示した敷地周辺

の活断層の諸元を第5.3－1表(15)(16)に示す。 

 第 5.3－1図によると，敷地から30km 程度以内には横浜断層が存在する。ま

た，敷地から100km 程度以内には恵山沖断層，函館平野西縁断層帯，青森湾西

岸断層帯，津軽山地西縁断層帯，尻屋崎南東沖断層，出戸西方断層，上原子断

層，七戸西方断層，根岸西方断層及び折爪断層が存在する。 

5.3 活断層の分布状況 

 敷地から半径 100km 程度の範囲について，「3. 地盤」に基づく敷地周辺

の活断層の分布を第 5.3－1 図に示す。また，第 5.3－1 図に示した敷地周辺

の活断層の諸元を第5.3－1表(15)(16)に示す。 

 第 5.3－1 図によると，敷地から 30km 程度以内には横浜断層が存在する。

また，敷地から 100km 程度以内には恵山沖断層，函館平野西縁断層帯，青森

湾西岸断層帯，津軽山地西縁断層帯，尻屋崎南東沖断層，出戸西方断層，上

原子断層，七戸西方断層，根岸西方断層及び折爪断層が存在する。 
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5.4 地震の分類 

「5.2 敷地周辺の地震発生状況」によると，敷地周辺で発生する地震

は，その発生様式等からプレート間地震，海洋プレート内地震，内陸地殻

内地震及び日本海東縁部の地震の４種類に大別される。 

このことを踏まえ，敷地周辺において過去に発生した主な地震を以下のと

おりに分類する。 

5.4 地震の分類 

「5.2 敷地周辺の地震発生状況」によると，敷地周辺で発生する地震

は，その発生様式等からプレート間地震，海洋プレート内地震，内陸地殻

内地震及び日本海東縁部の地震の４種類に大別される。 

このことを踏まえ，敷地周辺において過去に発生した主な地震を以下の

とおりに分類する。 
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5.4.1 プレート間地震 

岩手県から十勝沖にかけての海域においては，Ｍ７～８程度のプレート間

地震が繰り返し発生している(17)。このうち過去の地震については被害記録等

からプレート間地震と考えられる主な被害地震として，1677 年陸中の地震

（Ｍ7.4），1763年陸奥八戸の地震（Ｍ7.4），1856年日高・胆振・渡島・津

軽・南部の地震（Ｍ7.5），1952年十勝沖地震（Ｍ8.2），1968年十勝沖地震

（Ｍ7.9），1994 年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6），2003 年十勝沖地震（Ｍ

8.0）及び2011年東北地方太平洋沖地震（Ｍw9.0）がある。 

近年の地震において，地震規模が最大のものは2011年東北地方太平洋沖地震

のＭw9.0であるが，建物等に被害が発生するとされている震度５弱程度以上

（1996年以前は震度Ｖ程度以上）(18)の揺れを敷地周辺にもたらした地震は，

1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）及び1994 年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）である。

これらの地震のうち，建物等に大きな被害をもたらした1968 年十勝沖地震

（Ｍ7.9）の震度分布を第5.4－1図に示す。 

5.4.1 プレート間地震 

岩手県から十勝沖にかけての海域においては，Ｍ７～８程度のプレート間

地震が繰り返し発生している(17)。このうち過去の地震については被害記録等

からプレート間地震と考えられる主な被害地震として，1677 年陸中の地震

（Ｍ7.4），1763年陸奥八戸の地震（Ｍ7.4），1856年日高・胆振・渡島・津

軽・南部の地震（Ｍ7.5），1952年十勝沖地震（Ｍ8.2），1968年十勝沖地震

（Ｍ7.9），1994 年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6），2003 年十勝沖地震（Ｍ

8.0）及び2011年東北地方太平洋沖地震（Ｍw9.0）がある。 

近年の地震において，地震規模が最大のものは2011年東北地方太平洋沖地

震のＭw9.0 であるが，建物等に被害が発生するとされている震度５弱程度以

上（1996 年以前は震度Ｖ程度以上）(18)の揺れを敷地周辺にもたらした地震

は，1968 年十勝沖地震（Ｍ7.9）及び 1994 年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）で

ある。これらの地震のうち，建物等に大きな被害をもたらした1968年十勝沖

地震（Ｍ7.9）の震度分布を第5.4－1図に示す。 
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5.4.2 海洋プレート内地震 

東北地方から北海道にかけての海洋プレート内地震は，海溝軸付近から陸

側で発生する沈み込んだ海洋プレート内の地震と，海溝軸付近ないしそのや

や沖合で発生する沈み込む海洋プレート内の地震の２種類に分けられる。沈

み込んだ海洋プレート内の地震の震源分布は二重深発地震面を形成してお

り，北海道では下面のDown Dip Extension型（以下「ＤＥ型」という。）の

地震活動が優勢とされ，東北地方では上面のDown Dip Compression型（以下

「ＤＣ型」という。）の地震活動が優勢とされている(19)(20)(21)。 

「5.2.1 被害地震」のとおり，敷地周辺において震度５弱程度以上(1996

年以前は震度Ｖ程度以上)の揺れをもたらした海洋プレート内地震は認めら

れていないが，東北地方から北海道において発生した主な海洋プレート内地

震として，1933 年昭和三陸地震（Ｍ8.1），1993 年釧路沖地震（Ｍ7.5），

1994年北海道東方沖地震（Ｍ8.2），2003年宮城県沖の地震（Ｍ7.1），2008

年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8），2011 年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）及び

2011 年三陸沖の地震（Ｍ7.3）がある。このうち，1933 年昭和三陸地震（Ｍ

8.1）は沈み込む海洋プレート内の地震であり(1)，その他は沈み込んだ海洋

プレート内の地震である(22)。沈み込んだ海洋プレート内地震のうち，1993年

釧路沖地震（Ｍ7.5）及び2008年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8）はＤＥ型の

地震(9)(19)，2003 年宮城県沖の地震（Ｍ7.1）及び2011 年宮城県沖の地震（Ｍ

7.2）はＤＣ型の地震であり(9)，1994年北海道東方沖地震（Ｍ8.2）及び2011

年三陸沖の地震（Ｍ7.3）は，沈み込んだ海洋プレート内の地震の中でも沖

合の浅い地震である(9)(23)。 

5.4.2 海洋プレート内地震 

東北地方から北海道にかけての海洋プレート内地震は，海溝軸付近から陸

側で発生する沈み込んだ海洋プレート内の地震と，海溝軸付近ないしそのや

や沖合で発生する沈み込む海洋プレート内の地震の２種類に分けられる。沈

み込んだ海洋プレート内の地震の震源分布は二重深発地震面を形成してお

り，北海道では下面のDown Dip Extension型（以下「ＤＥ型」という。）の

地震活動が優勢とされ，東北地方では上面のDown Dip Compression型（以下

「ＤＣ型」という。）の地震活動が優勢とされている(19)(20)(21)。 

「5.2.1 被害地震」のとおり，敷地周辺において震度５弱程度以上(1996

年以前は震度Ｖ程度以上)の揺れをもたらした海洋プレート内地震は認めら

れていないが，東北地方から北海道において発生した主な海洋プレート内地

震として，1933 年昭和三陸地震（Ｍ8.1），1993 年釧路沖地震（Ｍ7.5），

1994年北海道東方沖地震（Ｍ8.2），2003年宮城県沖の地震（Ｍ7.1），2008

年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8），2011 年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）及び

2011 年三陸沖の地震（Ｍ7.3）がある。このうち，1933 年昭和三陸地震（Ｍ

8.1）は沈み込む海洋プレート内の地震であり(1)，その他は沈み込んだ海洋

プレート内の地震である(22)。沈み込んだ海洋プレート内地震のうち，1993年

釧路沖地震（Ｍ7.5）及び2008年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8）はＤＥ型の

地震(9)(19)，2003 年宮城県沖の地震（Ｍ7.1）及び2011 年宮城県沖の地震（Ｍ

7.2）はＤＣ型の地震であり(9)，1994年北海道東方沖地震（Ｍ8.2）及び2011

年三陸沖の地震（Ｍ7.3）は，沈み込んだ海洋プレート内の地震の中でも沖

合の浅い地震である(9)(23)。 
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なお，世界で過去に発生したＭＷ7.0 以上の海洋プレート内地震としては，

1993 年グアムの地震（ＭＷ7.7），2000 年スマトラの地震（ＭＷ7.8）などが

あげられる。これらのような規模の大きな海洋プレート内地震や1994年北海

道東方沖地震（Ｍ8.2）は，海洋プレートに引張応力が作用し，島弧に応力

勾配が見られる地域もしくは島弧に圧縮応力が作用する地域で発生している

(24)。一方，敷地が属する東北地方は，海洋プレート内の応力状態が中立で，

島弧に圧縮応力が作用している地域であり，大きな海洋プレート内地震が発

生している地域とは応力状態が異なる地域となっている。 

 

なお，世界で過去に発生したＭＷ7.0 以上の海洋プレート内地震としては，

1993 年グアムの地震（ＭＷ7.7），2000 年スマトラの地震（ＭＷ7.8）などが

あげられる。これらのような規模の大きな海洋プレート内地震や1994年北海

道東方沖地震（Ｍ8.2）は，海洋プレートに引張応力が作用し，島弧に応力

勾配が見られる地域もしくは島弧に圧縮応力が作用する地域で発生している

(24)。一方，敷地が属する東北地方は，海洋プレート内の応力状態が中立で，

島弧に圧縮応力が作用している地域であり，大きな海洋プレート内地震が発

生している地域とは応力状態が異なる地域となっている。 
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5.4.3 内陸地殻内地震 

「5.3 活断層の分布状況」に示した，敷地周辺における活断層と主な被

害地震の関係を第 5.4－2 図に，Ｍ５以下の地震との関係を第 5.4－3 図に示

す。 

東北地方においては，Ｍ７クラスの内陸地殻内地震が，奥羽山脈付近から

日本海にかけて発生している。 

第5.4－2図によると，敷地周辺で発生した内陸地殻内地震のうち，最も規

模の大きな地震は1766年津軽の地震（Ｍ７1/4±1/4）であるが，敷地周辺に

おける揺れは震度Ｖ程度以上とは推定されていない(6)。その他の地震につい

ても，敷地に影響を与えたと推定される地震は認められない。 

また，これらの図によると，敷地から30km程度以内に存在する横浜断層の

位置と被害地震あるいはＭ５以下の地震の震央分布の間に対応は認められな

い。 

 

5.4.4 日本海東縁部の地震 

日本海東縁部の地震として，1983年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び1993年北

海道南西沖地震（Ｍ7.8）が発生しているが，敷地周辺において震度Ⅴ程度以

上の揺れは認められておらず(9)，敷地に大きな影響を与えるような地震ではな

い。 

5.4.3 内陸地殻内地震 

「5.3 活断層の分布状況」に示した，敷地周辺における活断層と主な被

害地震の関係を第 5.4－2 図に，Ｍ５以下の地震との関係を第 5.4－3 図に示

す。 

東北地方においては，Ｍ７クラスの内陸地殻内地震が，奥羽山脈付近から

日本海にかけて発生している。 

第5.4－2図によると，敷地周辺で発生した内陸地殻内地震のうち，最も規

模の大きな地震は1766年津軽の地震（Ｍ７1/4±1/4）であるが，敷地周辺に

おける揺れは震度Ｖ程度以上とは推定されていない(6)。その他の地震につい

ても，敷地に影響を与えたと推定される地震は認められない。 

また，これらの図によると，敷地から30km程度以内に存在する横浜断層の

位置と被害地震あるいはＭ５以下の地震の震央分布の間に対応は認められな

い。 

 

5.4.4 日本海東縁部の地震 

日本海東縁部の地震として，1983年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び1993年北海

道南西沖地震（Ｍ7.8）が発生しているが，敷地周辺において震度Ⅴ程度以上

の揺れは認められておらず(9)，敷地に大きな影響を与えるような地震ではな

い。 
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5.5 地盤構造モデルの設定 

5.5.1 解放基盤表面の設定 

「3.4 敷地の地質・地質構造」に記載のとおり，敷地の地質は，新第三

系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，第四系中部更新統の田名部層及び

第四系中部更新統の中位段丘堆積物並びにこれらの上位に載るローム層，第

四系完新統の沖積層等が分布する。「3．地盤」の第3.4－4図に示すよう

に，田名部層等の下位に砂子又層がほぼ水平に広く分布している。 

敷地内で実施したＰＳ検層の結果を第5.5－1図に示す。敷地の地盤は第

5.5－1図に示すように，標高－218mの位置においてＳ波速度が0.7km/s以上

となる。 

屈折法地震探査による敷地及び敷地周辺の速度構造を第5.5－2図に示す。

第5.5－2図と敷地及び敷地周辺で実施した反射法地震探査結果によれば，敷

地及び敷地周辺の地下の速度構造は，大局的に見て水平成層であると評価さ

れる。 

上記の地質調査結果より，敷地周辺では砂子又層がほぼ水平で相当な拡が

りを有して分布しており，標高－218m以深では，Ｓ波速度が0.7km/s以上の

硬質地盤となっていることから，標高－218mの位置に解放基盤表面を設定す

る。この位置の地盤に，著しい風化は認められない。 

 

 

5.5 地盤構造モデルの設定 

5.5.1 解放基盤表面の設定 

「3.4 敷地の地質・地質構造」に記載のとおり，敷地の地質は，新第三
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四系完新統の沖積層等が分布する。「3．地盤」の第3.4－4図に示すよう

に，田名部層等の下位に砂子又層がほぼ水平に広く分布している。 

敷地内で実施したＰＳ検層の結果を第5.5－1図に示す。敷地の地盤は第

5.5－1図に示すように，標高－218mの位置においてＳ波速度が0.7km/s以上

となる。 

屈折法地震探査による敷地及び敷地周辺の速度構造を第5.5－2図に示す。

第5.5－2図と敷地及び敷地周辺で実施した反射法地震探査結果によれば，敷

地及び敷地周辺の地下の速度構造は，大局的に見て水平成層であると評価さ

れる。 

上記の地質調査結果より，敷地周辺では砂子又層がほぼ水平で相当な拡が

りを有して分布しており，標高－218m以深では，Ｓ波速度が0.7km/s以上の

硬質地盤となっていることから，標高－218mの位置に解放基盤表面を設定す

る。この位置の地盤に，著しい風化は認められない。 
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5.5.2 地震観測記録 

敷地地盤では，第5.5－3図に示す３ヶ所で地震観測を実施している。これ

らの観測点のうち，西側観測点で観測された主な地震の諸元を第 5.5－1 表

に，震央分布と発震機構(25)を第 5.5－4 図に示す。これらの地震について，

その発生様式ごとに分類を行い，西側観測点の砂子又層内の標高－300m で得

られた主な観測記録の応答スペクトルを第5.5－5図に示す。また，発生様式

ごとの代表的な地震について，地盤の各深さで得られた観測記録の応答スペ

クトルを第5.5－6図に示す。第5.5－5図及び第5.5－6図によると，地震観

測記録に著しい増幅はみられないことが確認できる。この傾向は地震の発生

様式によらず同様である。 

一方，敷地内３観測点で得られた発生様式ごとの代表的な地震について，

地震の諸元を第 5.5－2 表に，震央分布と発震機構を第 5.5－7 図に示す。こ

れらの地震について，敷地内３観測点の各深さで得られた主な観測記録の応

答スペクトルを第5.5－8図に示す。第5.5－8図によると，観測点によらず，

応答スペクトルの形状に顕著な差異がないことが確認できる。 

 次に，敷地内３観測点の解放基盤表面位置で得られた１Gal 以上の観測記

録を用いて，各観測点における地盤増幅特性の比較を行う。対象とした地震

の諸元を第 5.5－3 表，震央分布を第 5.5－9 図に示す。西側観測点を基準と

した北側観測点及び南側観測点の応答スペクトル比を第 5.5－10 図に示す。

第 5.5－10 図によると，各観測点の解放基盤表面位置における地盤増幅特性

に異なる傾向はみられない。 

さらに，敷地内３観測点の解放基盤表面位置で得られた震央距離が 200km 以内

5.5.2 地震観測記録 

敷地地盤では，第5.5－3図に示す３ヶ所で地震観測を実施している。これ

らの観測点のうち，西側観測点で観測された主な地震の諸元を第 5.5－1 表

に，震央分布と発震機構(25)を第 5.5－4 図に示す。これらの地震について，

その発生様式ごとに分類を行い，西側観測点の砂子又層内の標高－300m で得

られた主な観測記録の応答スペクトルを第5.5－5図に示す。また，発生様式

ごとの代表的な地震について，地盤の各深さで得られた観測記録の応答スペ

クトルを第5.5－6図に示す。第5.5－5図及び第5.5－6図によると，地震観

測記録に著しい増幅はみられないことが確認できる。この傾向は地震の発生

様式によらず同様である。 

一方，敷地内３観測点で得られた発生様式ごとの代表的な地震について，

地震の諸元を第 5.5－2 表に，震央分布と発震機構を第 5.5－7 図に示す。こ

れらの地震について，敷地内３観測点の各深さで得られた主な観測記録の応

答スペクトルを第5.5－8図に示す。第5.5－8図によると，観測点によらず，

応答スペクトルの形状に顕著な差異がないことが確認できる。 

 次に，敷地内３観測点の解放基盤表面位置で得られた１Gal 以上の観測記

録を用いて，各観測点における地盤増幅特性の比較を行う。対象とした地震

の諸元を第 5.5－3 表，震央分布を第 5.5－9 図に示す。西側観測点を基準と

した北側観測点及び南側観測点の応答スペクトル比を第 5.5－10 図に示す。

第 5.5－10 図によると，各観測点の解放基盤表面位置における地盤増幅特性

に異なる傾向はみられない。 

さらに，敷地内３観測点の解放基盤表面位置で得られた震央距離が 200km 以内
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の地震の観測記録を用いて，敷地から東西南北の４方位に分類した上で地震波

の到来方向別の地盤増幅特性に関しての比較を行う。対象とした地震の諸元を

第 5.5－4 表に，震央分布を第 5.5－11 図に示す。西側観測点を基準とした北

側観測点及び南側観測点の応答スペクトル比を第 5.5－12 図に示す。第 5.5－

12図によると，敷地に対する地震波の到来方向の違いによって地盤増幅特性が

異なる傾向はみられない。 

 

の地震の観測記録を用いて，敷地から東西南北の４方位に分類した上で地震波

の到来方向別の地盤増幅特性に関しての比較を行う。対象とした地震の諸元を

第 5.5－4 表に，震央分布を第 5.5－11 図に示す。西側観測点を基準とした北

側観測点及び南側観測点の応答スペクトル比を第 5.5－12 図に示す。第 5.5－

12図によると，敷地に対する地震波の到来方向の違いによって地盤増幅特性が

異なる傾向はみられない。 
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5.5.3 地盤構造モデル 

応答スペクトルに基づく方法による地震動評価に用いる地震観測記録に基

づく補正係数の設定等においては，敷地の地震観測記録から解放基盤表面以

浅の地盤の影響を取り除くために，はぎとり地盤モデルを用いている。 

統計的グリーン関数法(26)(27)(28)による地震動評価においては，敷地にお

ける地震基盤面から解放基盤表面までの地盤増幅特性を考慮するための地

盤構造モデルを用いている。また，理論的手法(29)による地震動評価にお

いては，地震基盤面以深の特性を考慮するための地盤構造モデルを用いて

いる。 

はぎ取り地盤構造モデル，統計的グリーン関数法及び理論的手法による

地震動評価に用いる地盤構造モデルの設定を以下に示す。 

(1)  はぎ取り地盤構造モデル 

はぎとり地盤構造モデルは，敷地内の西側観測点において最深度の地震

計設置位置が標高－300m となる鉛直アレイ観測による地震観測記録から求

めた深度方向の伝達関数の逆解析により，モデルの層厚，速度構造及び減

衰定数について最適化を行い設定している。第 5.5－5 表にはぎとり地盤構

造モデルを示す。設定したはぎとり地盤構造モデルによる伝達関数と，地

震観測記録による伝達関数の比較を第 5.5－13 図に示す。両者はよく整合

する結果となっており，はぎとり地盤構造モデルは敷地の地盤増幅特性を

表現できるものとなっている。 

 

(2)  統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデル 

統計的グリーン関数法による地震動評価では，地震基盤面から解放基盤
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浅の地盤の影響を取り除くために，はぎとり地盤モデルを用いている。 

統計的グリーン関数法(26)(27)(28)による地震動評価においては，敷地にお

ける地震基盤面から解放基盤表面までの地盤増幅特性を考慮するための地

盤構造モデルを用いている。また，理論的手法(29)による地震動評価にお

いては，地震基盤面以深の特性を考慮するための地盤構造モデルを用いて

いる。 

はぎ取り地盤構造モデル，統計的グリーン関数法及び理論的手法による

地震動評価に用いる地盤構造モデルの設定を以下に示す。 

(1)  はぎ取り地盤構造モデル 

はぎとり地盤構造モデルは，敷地内の西側観測点において最深度の地震

計設置位置が標高－300m となる鉛直アレイ観測による地震観測記録から求

めた深度方向の伝達関数の逆解析により，モデルの層厚，速度構造及び減

衰定数について最適化を行い設定している。第 5.5－5 表にはぎとり地盤構

造モデルを示す。設定したはぎとり地盤構造モデルによる伝達関数と，地

震観測記録による伝達関数の比較を第 5.5－13 図に示す。両者はよく整合

する結果となっており，はぎとり地盤構造モデルは敷地の地盤増幅特性を

表現できるものとなっている。 

 

(2)  統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデル 

統計的グリーン関数法による地震動評価では，地震基盤面から解放基盤

 



令和 2年 8月 14 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

事業変更許可申請書 添付四の内「５．地震」前後対比表（対令和 2年 7月申請） 

添付四（5.地震）－１６ 
 

令和2年3月補正申請 令和2年7月 補正 備考 

表面までの地盤構造が必要となる。 

統計的グリーン関数法による地震動評価に用いる地盤構造モデルは，第

5.5－5 表に示すはぎ取り地盤構造モデルに基づき，西側観測点の鉛直アレ

イ地震観測による地震観測記録から得られるＰ波部水平／上下スペクトル

振幅比及びレシーバー関数の逆解析により，モデルの層厚，速度構造及び

減衰定数について最適化を行い設定している(30)。これらの物性のうち，減

衰定数については，小林他（1999）(31)に基づき，振動数に依存しない内部

減衰と振動数に依存する散乱減衰を考慮している。地盤構造モデルに採用

する層厚，速度構造は最適化によって得られた値とし，減衰定数は最適化

によって得られた値を踏まえて，全振動数帯で一定の値としている。 

なお,地震基盤面位置は，最適化した地盤構造モデルのＳ波速度が

3.0km/s以上となる深さとしている。 

第 5.5－6 表に統計的グリーン関数法による地震動評価で用いる地盤構造

モデルを示す。 

Ｐ波部水平／上下スペクトル振幅とレシーバー関数ついて，設定した地

盤構造モデルを用いて求めた結果と地震観測記録から求めた結果の比較を

第5.5－14図に示す。両者は良く整合する結果となっている。 

統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデルについては，敷地近傍の

微動アレイ探査結果による速度構造との比較及び敷地の地震観測記録を用

いたスペクトルインバージョン法による検討により妥当性を検証してい

る。 

敷地近傍の微動アレイ探査から得られた速度構造と統計的グリーン関数

法に用いる地盤構造モデルの速度構造の比較を第 5.5－15 図に示す。探査

表面までの地盤構造が必要となる。 

統計的グリーン関数法による地震動評価に用いる地盤構造モデルは，第

5.5－5 表に示すはぎ取り地盤構造モデルに基づき，西側観測点の鉛直アレ

イ地震観測による地震観測記録から得られるＰ波部水平／上下スペクトル

振幅比及びレシーバー関数の逆解析により，モデルの層厚，速度構造及び

減衰定数について最適化を行い設定している(30)。これらの物性のうち，減

衰定数については，小林他（1999）(31)に基づき，振動数に依存しない内部

減衰と振動数に依存する散乱減衰を考慮している。地盤構造モデルに採用

する層厚，速度構造は最適化によって得られた値とし，減衰定数は最適化

によって得られた値を踏まえて，全振動数帯で一定の値としている。 

なお,地震基盤面位置は，最適化した地盤構造モデルのＳ波速度が

3.0km/s以上となる深さとしている。 

第 5.5－6 表に統計的グリーン関数法による地震動評価で用いる地盤構造

モデルを示す。 

Ｐ波部水平／上下スペクトル振幅とレシーバー関数ついて，設定した地

盤構造モデルを用いて求めた結果と地震観測記録から求めた結果の比較を

第5.5－14図に示す。両者は良く整合する結果となっている。 

統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデルについては，敷地近傍の

微動アレイ探査結果による速度構造との比較及び敷地の地震観測記録を用

いたスペクトルインバージョン法による検討により妥当性を検証してい

る。 

敷地近傍の微動アレイ探査から得られた速度構造と統計的グリーン関数

法に用いる地盤構造モデルの速度構造の比較を第 5.5－15 図に示す。探査
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結果と設定した地盤構造モデルの速度構造は整合する結果となっている。 

スペクトルインバージョン法による検討では，岩田・入倉（1986）(32)に

基づき，敷地の観測記録及び K-NET 等(33)の観測記録を用いて敷地の地盤増

幅特性を評価する。敷地の地盤増幅特性について，地盤構造モデルによる

ものとスペクトルインバージョン解析によるものを比較した結果，第 5.5

－16図に示すとおり同等のものとなっている。 

 

(3)  理論的手法に用いる地盤構造モデル 

 理論的手法による地震動評価では，地震基盤面以浅の地盤構造に加えて

地震基盤面以深の地盤構造が必要となる。地震基盤面以浅については，統

計的グリーン関数法による地震動評価で用いる地盤構造モデルを参考に，

地震基盤面以深については，三陸沖北部の深い地盤構造を検討した地震調

査研究推進本部(2004)(34)及び永井他(2001)(35)を参考に設定する。 

 第 5.5－7 表に理論的手法による地震動評価で用いる地盤構造モデルを示

す。 

 

結果と設定した地盤構造モデルの速度構造は整合する結果となっている。 

スペクトルインバージョン法による検討では，岩田・入倉（1986）(32)に

基づき，敷地の観測記録及び K-NET 等(33)の観測記録を用いて敷地の地盤増

幅特性を評価する。敷地の地盤増幅特性について，地盤構造モデルによる

ものとスペクトルインバージョン解析によるものを比較した結果，第 5.5

－16図に示すとおり同等のものとなっている。 

 

(3)  理論的手法に用いる地盤構造モデル 

 理論的手法による地震動評価では，地震基盤面以浅の地盤構造に加えて

地震基盤面以深の地盤構造が必要となる。地震基盤面以浅については，統

計的グリーン関数法による地震動評価で用いる地盤構造モデルを参考に，

地震基盤面以深については，三陸沖北部の深い地盤構造を検討した地震調

査研究推進本部(2004)(34)及び永井他(2001)(35)を参考に設定する。 

 第 5.5－7 表に理論的手法による地震動評価で用いる地盤構造モデルを示

す。 
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5.6 基準地震動 

 基準地震動は，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源

を特定せず策定する地震動」について，解放基盤表面における水平方向及び

鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定する。なお，基準地震動の策定過程に

おける不確かさについても考慮する。 

 

5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

(1)  検討用地震の選定 

 「5.4 地震の分類」に基づき，地震発生様式ごとに敷地に大きな影響を

与えると予想される地震を検討用地震として複数選定する。 

ａ．プレート間地震 

青森県東方の沖合では，プレート間地震が過去に繰り返し発生してお

り，1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）は敷地に最も影響を与えたと考えられる

地震の一つである。地震調査研究推進本部（2004）(34)は，既往の研究成

果を基に，1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）の震源域に発生する地震を「三陸

沖北部の地震」（Ｍw8.3）として震源モデルを設定している。この「三

陸沖北部の地震」（以下「想定三陸沖北部の地震」という。）をプレー

ト間地震の検討用地震の選定に当たって考慮する。 

一方，2011年東北地方太平洋沖地震（Ｍw9.0）は，三陸沖南部海溝寄

り，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの一部，三陸沖中部，宮城県沖，

福島県沖及び茨城県沖の領域を震源域とする地震であり，敷地に対する

影響は小さかったものの，同地震の知見を踏まえ同規模の地震が敷地前

面で発生するとして，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

5.6 基準地震動 

 基準地震動は，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源

を特定せず策定する地震動」について，解放基盤表面における水平方向及び

鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定する。なお，基準地震動の策定過程に

おける不確かさについても考慮する。 

 

5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

(1)  検討用地震の選定 

 「5.4 地震の分類」に基づき，地震発生様式ごとに敷地に大きな影響を

与えると予想される地震を検討用地震として複数選定する。 

ａ．プレート間地震 

青森県東方の沖合では，プレート間地震が過去に繰り返し発生してお

り，1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）は敷地に最も影響を与えたと考えられる

地震の一つである。地震調査研究推進本部（2004）(34)は，既往の研究成

果を基に，1968年十勝沖地震（Ｍ7.9）の震源域に発生する地震を「三陸

沖北部の地震」（Ｍw8.3）として震源モデルを設定している。この「三

陸沖北部の地震」（以下「想定三陸沖北部の地震」という。）をプレー

ト間地震の検討用地震の選定に当たって考慮する。 

一方，2011年東北地方太平洋沖地震（Ｍw9.0）は，三陸沖南部海溝寄

り，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの一部，三陸沖中部，宮城県沖，

福島県沖及び茨城県沖の領域を震源域とする地震であり，敷地に対する

影響は小さかったものの，同地震の知見を踏まえ同規模の地震が敷地前

面で発生するとして，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」
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をプレート間地震の検討用地震の選定に当たって考慮する。震源領域と

しては，敷地前面の三陸沖北部の領域を含むように，「三陸沖北部～宮

城県沖の連動」及び「三陸沖北部～根室沖の連動」のそれぞれの場合に

ついて考慮する。 

「想定三陸沖北部の地震」と「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえ

た地震」の震源パラメータの比較を第5.6－1表に，想定する断層面の位

置を第5.6－1図に示す。「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地

震」は，設定した断層モデルにおいて敷地前面の三陸沖北部の領域を含

めてモデル化している。「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地

震」は，「想定三陸沖北部の地震」と比較して地震規模が大きく，直近

の強震動生成域（以下「ＳＭＧＡ」という。）の短周期レベルは「想定

三陸沖北部の地震」の直近のＳＭＧＡの短周期レベルを上回り，「想定

三陸沖北部の地震」の断層面全体の短周期レベルの値とほぼ等しい値と

なっている。さらに，直近のＳＭＧＡと敷地との距離についても「2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の方が近い。 

なお，地震調査研究推進本部（2017）(36)において，十勝沖から択捉島

沖を震源領域としたＭＷ8.8程度以上の超巨大地震が発生する可能性があ

るとしているが，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」がＭＷ

9.0の規模を考慮していること，及び十勝沖から択捉島沖の領域よりも敷

地に近い三陸沖北部の領域を震源領域に設定していることから，「2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の方が敷地への影響が大き

い。 

以上のことから，敷地への影響については，「2011年東北地方太平洋

をプレート間地震の検討用地震の選定に当たって考慮する。震源領域と

しては，敷地前面の三陸沖北部の領域を含むように，「三陸沖北部～宮

城県沖の連動」及び「三陸沖北部～根室沖の連動」のそれぞれの場合に

ついて考慮する。 

「想定三陸沖北部の地震」と「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえ

た地震」の震源パラメータの比較を第5.6－1表に，想定する断層面の位

置を第5.6－1図に示す。「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地

震」は，設定した断層モデルにおいて敷地前面の三陸沖北部の領域を含

めてモデル化している。「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地

震」は，「想定三陸沖北部の地震」と比較して地震規模が大きく，直近

の強震動生成域（以下「ＳＭＧＡ」という。）の短周期レベルは「想定

三陸沖北部の地震」の直近のＳＭＧＡの短周期レベルを上回り，「想定

三陸沖北部の地震」の断層面全体の短周期レベルの値とほぼ等しい値と

なっている。さらに，直近のＳＭＧＡと敷地との距離についても「2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の方が近い。 

なお，地震調査研究推進本部（2017）(36)において，十勝沖から択捉島

沖を震源領域としたＭＷ8.8程度以上の超巨大地震が発生する可能性があ

るとしているが，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」がＭＷ

9.0の規模を考慮していること，及び十勝沖から択捉島沖の領域よりも敷

地に近い三陸沖北部の領域を震源領域に設定していることから，「2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の方が敷地への影響が大き

い。 

以上のことから，敷地への影響については，「2011年東北地方太平洋
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沖地震を踏まえた地震」が大きいと考えられるため，プレート間地震の

検討用地震として「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」を選

定する。検討用地震として選定した「2011年東北地方太平洋沖地震を踏

まえた地震」の断層面の位置を第5.6－2図に示す。 

なお，敷地前面のプレート間地震については，地震調査委員会

（2019）(86)の知見があるが，ＭＷ9.0の規模を考慮した上で敷地に最も近

い三陸沖北部の領域に震源領域を設定している「2011年東北地方太平洋

沖地震を踏まえた地震」の方が敷地への影響が大きい。 

 

 

沖地震を踏まえた地震」が大きいと考えられるため，プレート間地震の

検討用地震として「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」を選

定する。検討用地震として選定した「2011年東北地方太平洋沖地震を踏

まえた地震」の断層面の位置を第5.6－2図に示す。 

なお，敷地前面のプレート間地震については，地震調査委員会

（2019）(86)の知見があるが，ＭＷ9.0の規模を考慮した上で敷地に最も近

い三陸沖北部の領域に震源領域を設定している「2011年東北地方太平洋

沖地震を踏まえた地震」の方が敷地への影響が大きい。 
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ｂ．海洋プレート内地震 

敷地周辺で考慮する海洋プレート内地震については，地震の発生機構

やテクトニクス的背景の類似性が認められる地域で過去に発生した地震

を考慮した上で，敷地周辺の適切な位置に震源を考慮する。 

三陸沖北部の領域に隣接する領域である北海道の千島海溝沿いにおい

ては，二重深発地震面下面の地震の活動が優勢であるのに対し，敷地を

含む東北地方の日本海溝沿いは，二重深発地震面上面の地震の活動が優

勢であるという特徴を有する(19)(20)(21)。北海道の千島海溝沿いにおいて

は，過去に二重深発地震面下面の地震として，1994年北海道東方沖地震

（Ｍ8.2）が発生しているのに対し，過去に東北地方で発生した二重深発

地震面における大規模な地震は，2003年宮城県沖の地震（Ｍ7.1）及び

2011年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）といった二重深発地震面上面の地震であ

り，Ｍ７クラスに達する二重深発地震面下面の被害地震は知られていな

い。 

北海道東部について，Kita et al.（2010）(21)はＤＥ型の地震発生層が

厚いとしており，Seno and Yoshida（2004）(24)は浅く大きな海洋プレー

ト内地震が発生する傾向があるとしている。一方，敷地を含む東北地方

については，Kita et al.（2010）はＤＣ型の地震発生層が厚いとしてお

り，Seno and Yoshida（2004）は浅く大きな海洋プレート内地震が知られ

ていない地域としている。 

以上のことから，北海道東部と東北地方は異なるテクトニクスとなっ

ていると考えられるため，千島海溝沿いの海洋プレート内地震は検討用

ｂ．海洋プレート内地震 

敷地周辺で考慮する海洋プレート内地震については，地震の発生機構

やテクトニクス的背景の類似性が認められる地域で過去に発生した地震

を考慮した上で，敷地周辺の適切な位置に震源を考慮する。 

三陸沖北部の領域に隣接する領域である北海道の千島海溝沿いにおい

ては，二重深発地震面下面の地震の活動が優勢であるのに対し，敷地を

含む東北地方の日本海溝沿いは，二重深発地震面上面の地震の活動が優

勢であるという特徴を有する(19)(20)(21)。北海道の千島海溝沿いにおいて

は，過去に二重深発地震面下面の地震として，1994年北海道東方沖地震

（Ｍ8.2）が発生しているのに対し，過去に東北地方で発生した二重深発

地震面における大規模な地震は，2003年宮城県沖の地震（Ｍ7.1）及び

2011年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）といった二重深発地震面上面の地震であ

り，Ｍ７クラスに達する二重深発地震面下面の被害地震は知られていな

い。 

北海道東部について，Kita et al.（2010）(21)はＤＥ型の地震発生層が

厚いとしており，Seno and Yoshida（2004）(24)は浅く大きな海洋プレー

ト内地震が発生する傾向があるとしている。一方，敷地を含む東北地方

については，Kita et al.（2010）はＤＣ型の地震発生層が厚いとしてお

り，Seno and Yoshida（2004）は浅く大きな海洋プレート内地震が知られ

ていない地域としている。 

以上のことから，北海道東部と東北地方は異なるテクトニクスとなっ

ていると考えられるため，千島海溝沿いの海洋プレート内地震は検討用
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地震の選定に当たって考慮しない。 

検討用地震の設定に当たっては，過去に東北地方で発生した海洋プレ

ート内地震を考慮し，二重深発地震面上面の地震，二重深発地震面下面

の地震及び沖合の浅い地震に分類した上で，敷地に対して影響の大きい

地震を抽出する。 

影響の大きい地震の抽出に当たり，地震規模には，各分類の領域で過

去に発生した最大の地震規模を考慮することとし，その設定位置は，地

震のタイプごとの発生位置に応じて敷地との距離が最小となる位置とす

る。 

二重深発地震面上面の地震については，2011年宮城県沖の地震（Ｍ

7.2），二重深発地震面下面の地震については，2008年岩手県沿岸北部の

地震（Ｍ6.8），沖合の浅い地震については，2011年三陸沖の地震（Ｍ

7.3）をそれぞれ考慮し，想定した断層面の位置を第5.6－3図に 

示す。 

上記３地震について，応答スペクトルに基づく方法により，敷地への

影響が相対的に大きい地震を検討用地震として選定する。応答スペクト

ルに基づく方法は，敷地の特性等を的確に反映することが可能なNoda et 

al.（2002）(37)の方法を用いる。Noda et al.（2002）は，岩盤における

観測記録に基づいて提案された距離減衰式であり，解放基盤表面におけ

る水平方向及び鉛直方向の地震動の応答スペクトルを予測する手法であ

る。 

Noda et al.（2002）の方法に基づき地震動を評価し，敷地への影響を

相対的に比較した結果を第5.6－4図に示す。第5.6－4図より，敷地への

地震の選定に当たって考慮しない。 

検討用地震の設定に当たっては，過去に東北地方で発生した海洋プレ

ート内地震を考慮し，二重深発地震面上面の地震，二重深発地震面下面

の地震及び沖合の浅い地震に分類した上で，敷地に対して影響の大きい

地震を抽出する。 

影響の大きい地震の抽出に当たり，地震規模には，各分類の領域で過

去に発生した最大の地震規模を考慮することとし，その設定位置は，地

震のタイプごとの発生位置に応じて敷地との距離が最小となる位置とす

る。 

二重深発地震面上面の地震については，2011年宮城県沖の地震（Ｍ

7.2），二重深発地震面下面の地震については，2008年岩手県沿岸北部の

地震（Ｍ6.8），沖合の浅い地震については，2011年三陸沖の地震（Ｍ

7.3）をそれぞれ考慮し，想定した断層面の位置を第5.6－3図に 

示す。 

上記３地震について，応答スペクトルに基づく方法により，敷地への

影響が相対的に大きい地震を検討用地震として選定する。応答スペクト

ルに基づく方法は，敷地の特性等を的確に反映することが可能なNoda et 

al.（2002）(37)の方法を用いる。Noda et al.（2002）は，岩盤における

観測記録に基づいて提案された距離減衰式であり，解放基盤表面におけ

る水平方向及び鉛直方向の地震動の応答スペクトルを予測する手法であ

る。 

Noda et al.（2002）の方法に基づき地震動を評価し，敷地への影響を

相対的に比較した結果を第5.6－4図に示す。第5.6－4図より，敷地への
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影響が最も大きい 2011 年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）と同様の地震が敷地

東側で発生することを考慮した二重深発地震面上面の地震を「想定海洋

プレート内地震」として検討用地震に選定する。検討用地震として選定

した「想定海洋プレート内地震」の断層面の位置を第5.6－5図に示す。 

なお，敷地前面の海洋プレート内地震については，地震調査委員会

（2019）(86)の知見があるが，同等の規模を考慮した上で敷地との距離が

最小となる位置に震源を設定している「想定海洋プレート内地震」の方

が敷地への影響が大きい。 

 

 

影響が最も大きい 2011 年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）と同様の地震が敷地

東側で発生することを考慮した二重深発地震面上面の地震を「想定海洋

プレート内地震」として検討用地震に選定する。検討用地震として選定

した「想定海洋プレート内地震」の断層面の位置を第5.6－5図に示す。 

なお，敷地前面の海洋プレート内地震については，地震調査委員会

（2019）(86)の知見があるが，同等の規模を考慮した上で敷地との距離が

最小となる位置に震源を設定している「想定海洋プレート内地震」の方

が敷地への影響が大きい。 
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ｃ．内陸地殻内地震 

(a)  地震発生層の設定 

内陸地殻内地震の地震動評価に用いる地震発生層の上端深さ及び下端

深さについては，文献等に基づき以下のとおり設定する。 

原子力安全基盤機構（2004）(38)は，各地域において発生した地震の

震源鉛直分布から求まるＤ10％及びＤ90％（その値より震源深さが浅い

地震数がそれぞれ全体の 10％及び 90％となる震源深さ）を求めてい

る。原子力安全基盤機構（2004）による地震域の区分及び敷地が位置す

る地震域（東北東部）における地震発生層上下限層のパラメータを第

5.6－6図に示す。 

Ｄ10％及びＤ90％は，それぞれ地震発生層の上限深さ及び下限深さに

概ね対応すると考えられる(38)(39)ことから，第 5.6－6 図によると，敷地

が位置する領域における地震発生層の上限深さは約６km，下限深さは約

14kmとなる。 

なお，第 5.6－7 図に示すように，原子力安全基盤機構（2004）の考

え方に基づいて，敷地周辺で発生した地震の分布から算定すると，地震

発生層の上限深さは約６km，下限深さは約13kmとなる。 

入倉・三宅（2001）(40)他によれば，地震発生層の上限深さは，Ｐ波

速度5.8km/s～6.0km/sと概ね対応するとされている(41) (42)。陸奥湾から

下北半島を東西に横断して東通沖海域に至る側線で実施された反射法・

屈折法統合地震探査(43)においては，深さ３km のＰ波速度は 5.5km/s 程

度とされていることから，敷地周辺の地震発生層の上限深さは３km よ

り深いと考えられる。 

ｃ．内陸地殻内地震 
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え方に基づいて，敷地周辺で発生した地震の分布から算定すると，地震
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入倉・三宅（2001）(40)他によれば，地震発生層の上限深さは，Ｐ波

速度5.8km/s～6.0km/sと概ね対応するとされている(41) (42)。陸奥湾から
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長谷川他（2004）(44)によれば，東北日本の内陸地殻内地震が発生す

る深さについては，15km程度以浅であり，それより深部では温度が高く

なり，急激な断層運動である地震としては変形せず，流動変形が卓越す

るとされている。 

敷地周辺における地震波トモグラフィ解析結果を第5.6－8図に示す。

地震波トモグラフィ解析により再決定された震源の下限深さは15km程度

となっている。 

また，Tanaka and Ishikawa（2005）(45)によれば，微小地震のＤ90％

とキュリー点深度の間には相関があるとされている。大久保（1984）

(46)及びTanaka and Ishikawa（2005）によれば，敷地周辺のキュリー点

深度は約15kmとなっており，敷地周辺の微小地震の発生状況から推定さ

れるＤ90％の値及び地震波トモグラフィ解析により再決定された震源の

深さの下限と整合している。 

以上を踏まえ，内陸地殻内地震の地震動評価に用いる地震発生層の上

端深さを３km，下端深さを15kmと設定する。 

 

(b)  検討用地震に考慮する活断層 

敷地周辺の活断層が敷地に与える影響を検討するために，第 5.3－1

表に示す敷地周辺の活断層について，断層長さから想定される地震の

マグニチュード(15)及び断層の中心を震央とした震央距離と，敷地で想

定される震度との関係について第5.6－9図(47)(48)に示す。 

第 5.6－9 図より，地震規模及び敷地からの距離を考慮すると，「尻

屋崎南東沖断層による地震」（Ｍ6.8）や「函館平野西縁断層帯による
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地震」（Ｍ7.2）に比べ，敷地に影響を与える「横浜断層による地震」

（Ｍ6.8），「恵山沖断層による地震」（Ｍ7.6），「上原子～七戸西

方断層による地震」（Ｍ7.7）及び「根岸西方断層による地震」（Ｍ

7.5）を，敷地に影響を与える内陸地殻内地震として選定する。 

上記４地震について，Noda et al.（2002）の方法に基づき地震動を

評価した結果を第5.6－10図に示す。 

第5.6－10図における評価では，敷地への影響が相対的に大きい地震

を検討用地震として選定する観点から，等価震源距離と震央距離が同

値と仮定し評価している。 

なお，一切山東方断層及び老部川右岸の断層は，後期更新世以降の

活動はないものの，仮の評価として，敷地からの距離を考慮して Noda 

et al.（2002）の方法に基づき横浜断層による地震と比較を行った結

果，一切山東方断層及び老部川右岸の断層による地震の敷地への影響

は，横浜断層による地震の敷地への影響を上回るものとはならない。 

「ａ．プレート間地震」の検討用地震として選定した「2011 年東北

地方太平洋沖地震を踏まえた地震」（Ｍw9.0）は，地震規模が大き

く，敷地から震源までの距離が遠いことから，敷地に影響を与える長

周期の地震動レベルを代表できると考えられる。このため，内陸地殻

内地震の検討用地震としては，短周期の地震動レベルに着目し，「横

浜断層による地震」（Ｍ6.8）を選定する。 

検討用地震として選定した「横浜断層による地震」の断層面の位置

を第5.6－11図に示す。 

地震」（Ｍ7.2）に比べ，敷地に影響を与える「横浜断層による地震」
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上記４地震について，Noda et al.（2002）の方法に基づき地震動を

評価した結果を第5.6－10図に示す。 
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ｄ．日本海東縁部の地震 

地震調査研究推進本部（2003）(49)が日本海東縁部の地震として想定す

る地震のうち，敷地に与える影響が大きいと考えられるのは，青森県西

方沖の地震（Ｍ7.7 前後）及び北海道南西沖の地震（Ｍ7.8 前後）であ

る。それぞれに相当する地震として，1983 年日本海中部地震（Ｍ7.7）及

び 1993 年北海道南西沖地震（Ｍ7.8）が発生しているものの，いずれも

敷地に大きな影響を与える地震ではなかった。このことを踏まえ，日本

海東縁部の地震は，検討用地震として選定しない。 
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(2)  検討用地震の地震動評価 

「5.6.1(1) 検討用地震の選定」において選定した「2011 年東北地方太

平洋沖地震を踏まえた地震」，「想定海洋プレート内の地震」及び「横浜

断層による地震」の地震動評価については，地震の発生様式等に応じた地

震動特性を考慮するとともに，「5.5.3 地盤構造モデル」に示した敷地の

地盤増幅特性を考慮する。検討用地震による地震動は，応答スペクトルに

基づく方法及び断層モデルを用いた手法により評価する。 

応答スペクトルに基づく方法は，Noda et al.（2002）の方法を用いる。 

Noda et al.（2002）の方法は，震源の拡がりの影響を考慮することがで

き，敷地における地震観測記録に基づいて補正することにより，地震の分

類に従った震源特性，伝播経路特性及び地盤増幅特性を的確に反映するこ

とが可能である。観測記録による補正係数は，検討用地震と発震機構が同

じ地震による観測記録に基づくことを原則とする。 

断層モデルを用いた手法については，敷地において要素地震として適切

な地震の観測記録が得られている場合は経験的グリーン関数法(27)((50)を用

い，得られていない場合は統計的グリーン関数法(26)(27) (28)あるいは統計的

グリーン関数法と理論的手法(29)によるハイブリッド合成法(51)を用いる。 

 

ａ．プレート間地震 

(a)  基本モデルの設定 

プレート間地震の検討用地震として選定した「2011年東北地方太平洋

沖地震を踏まえた地震」については，地震調査研究推進本部（2004）

(34)及び諸井他（2013）(52)に基づき震源モデルを設定する。 

(2)  検討用地震の地震動評価 
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Noda et al.（2002）の方法は，震源の拡がりの影響を考慮することがで
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じ地震による観測記録に基づくことを原則とする。 

断層モデルを用いた手法については，敷地において要素地震として適切

な地震の観測記録が得られている場合は経験的グリーン関数法(27)((50)を用

い，得られていない場合は統計的グリーン関数法(26)(27) (28)あるいは統計的

グリーン関数法と理論的手法(29)によるハイブリッド合成法(51)を用いる。 
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断層面の設定に当たっては，敷地前面の三陸沖北部の領域を含む領

域の連動を考慮し，「三陸沖北部～宮城県沖の連動」及び「三陸沖北

部～根室沖の連動」について，それぞれモデルを設定する。 

各領域におけるＳＭＧＡの位置については，モデル化する領域ごと

に諸井他（2013）と同様に，過去に発生した地震(34)(52)(53)を参照して地

域性を考慮した位置に設定する。各領域のＳＭＧＡは，三陸沖北部の領

域では1968年十勝沖地震や1994年三陸はるか沖地震の発生位置に，三

陸沖中部以南の領域では地震調査研究推進本部（2012）(17)のセグメン

トごとに１つずつ，十勝沖の領域では2003年十勝沖地震の発生位置

に，根室沖の領域では1973年根室半島沖地震の発生位置よりも領域内

において敷地に近い位置にそれぞれ配置する。三陸沖中部以南の領域で

の設定に当たっては，既往の地震観測記録の再現に関する入倉

（2012）(54)の知見を参照する。 

ＳＭＧＡの面積は，諸井他（2013）に基づき断層面積に対する面積

比（以下「ＳＭＧＡ面積比」という。）が12.5％となるよう設定す

る。 

ＳＭＧＡの短周期レベルは，諸井他（2013）に基づきＳＭＧＡ面積

比12.5％相当の地震モーメントと短周期レベルの関係を基本としてい

る。諸井他（2013）に基づくＳＭＧＡ面積比12.5％相当の地震モーメ

ントと短周期レベルの関係は，第5.6－12図に示すように，2011年東北

地方太平洋沖地震の短周期レベルと整合することが確認されている佐

藤（2010）(55)のスケーリング則を上回っている。ここで，敷地に近く

影響が大きいＳＭＧＡ１及びＳＭＧＡ２の短周期レベルについては，

断層面の設定に当たっては，敷地前面の三陸沖北部の領域を含む領

域の連動を考慮し，「三陸沖北部～宮城県沖の連動」及び「三陸沖北

部～根室沖の連動」について，それぞれモデルを設定する。 

各領域におけるＳＭＧＡの位置については，モデル化する領域ごと

に諸井他（2013）と同様に，過去に発生した地震(34)(52)(53)を参照して地

域性を考慮した位置に設定する。各領域のＳＭＧＡは，三陸沖北部の領

域では1968年十勝沖地震や1994年三陸はるか沖地震の発生位置に，三

陸沖中部以南の領域では地震調査研究推進本部（2012）(17)のセグメン

トごとに１つずつ，十勝沖の領域では2003年十勝沖地震の発生位置

に，根室沖の領域では1973年根室半島沖地震の発生位置よりも領域内

において敷地に近い位置にそれぞれ配置する。三陸沖中部以南の領域で

の設定に当たっては，既往の地震観測記録の再現に関する入倉

（2012）(54)の知見を参照する。 

ＳＭＧＡの面積は，諸井他（2013）に基づき断層面積に対する面積

比（以下「ＳＭＧＡ面積比」という。）が12.5％となるよう設定す

る。 

ＳＭＧＡの短周期レベルは，諸井他（2013）に基づきＳＭＧＡ面積

比12.5％相当の地震モーメントと短周期レベルの関係を基本としてい

る。諸井他（2013）に基づくＳＭＧＡ面積比12.5％相当の地震モーメ

ントと短周期レベルの関係は，第5.6－12図に示すように，2011年東北

地方太平洋沖地震の短周期レベルと整合することが確認されている佐

藤（2010）(55)のスケーリング則を上回っている。ここで，敷地に近く

影響が大きいＳＭＧＡ１及びＳＭＧＡ２の短周期レベルについては，
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1994年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）及び1978年宮城県沖地震（Ｍ7.4）

が諸井他（2013）に基づくＳＭＧＡ面積比12.5％相当の地震モーメン

トと短周期レベルの関係をそれぞれ1.3倍及び1.4倍上回っていること

から，割増率として1.4倍を考慮した。一方，ＳＭＧＡ３～７について

は，敷地から遠く影響が小さいため，諸井他（2013）に基づくＳＭＧ

Ａ面積比12.5％相当の短周期レベルに設定する。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケース一覧を第5.6－2表に，基本モデルの断層モ

デル及び断層パラメータを第5.6－13図及び第5.6－3表に示す。また，

断層モデルのパラメータの設定フローを第5.6－14図に示す。 

ここで，2011年東北地方太平洋沖地震については，各種の震源モデ

ルが提案されていることから，これらと比較することで「2011年東北

地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルで設定したＳＭＧＡ

面積，短周期レベル及びＳＭＧＡ面積比の妥当性について確認する。

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルと，田

島他（2013）(63)が取りまとめた各種震源モデルを比較した結果，基本

モデルのＳＭＧＡ面積，短周期レベルは第5.6－4表(a)に示すように，

各種震源モデルを概ね上回る値となっており，過小な設定とはなって

いない。また，諸井他（2013）(52)に示されているＳＭＧＡ面積比を変

えた場合のＳＭＧＡの短周期レベルと，ＳＭＧＡ面積比を12.5%として

いる「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルの

ＳＭＧＡの短周期レベルを比較した結果，第5.6－4表(b)に示すよう

に，敷地に近く影響が大きいＳＭＧＡ１及びＳＭＧＡ２の短周期レベ

1994年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）及び1978年宮城県沖地震（Ｍ7.4）

が諸井他（2013）に基づくＳＭＧＡ面積比12.5％相当の地震モーメン

トと短周期レベルの関係をそれぞれ1.3倍及び1.4倍上回っていること

から，割増率として1.4倍を考慮した。一方，ＳＭＧＡ３～７について

は，敷地から遠く影響が小さいため，諸井他（2013）に基づくＳＭＧ

Ａ面積比12.5％相当の短周期レベルに設定する。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケース一覧を第5.6－2表に，基本モデルの断層モ

デル及び断層パラメータを第5.6－13図及び第5.6－3表に示す。また，

断層モデルのパラメータの設定フローを第5.6－14図に示す。 

ここで，2011年東北地方太平洋沖地震については，各種の震源モデ

ルが提案されていることから，これらと比較することで「2011年東北

地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルで設定したＳＭＧＡ

面積，短周期レベル及びＳＭＧＡ面積比の妥当性について確認する。

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルと，田

島他（2013）(63)が取りまとめた各種震源モデルを比較した結果，基本

モデルのＳＭＧＡ面積，短周期レベルは第5.6－4表(a)に示すように，

各種震源モデルを概ね上回る値となっており，過小な設定とはなって

いない。また，諸井他（2013）(52)に示されているＳＭＧＡ面積比を変

えた場合のＳＭＧＡの短周期レベルと，ＳＭＧＡ面積比を12.5%として

いる「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルの

ＳＭＧＡの短周期レベルを比較した結果，第5.6－4表(b)に示すよう

に，敷地に近く影響が大きいＳＭＧＡ１及びＳＭＧＡ２の短周期レベ
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ルは，諸井他（2013）の検討におけるＳＭＧＡの短周期レベルの最大

値を上回っていることから，基本モデルのＳＭＧＡ面積比は過小な設

定とはなっていない。 

(b)  不確かさを考慮するパラメータの設定 

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の不確かさとして

は，基本モデルで既往最大の地震規模及び1978年宮城県沖地震を踏ま

えた短周期レベルを考慮していることから，ＳＭＧＡの位置の不確か

さのみ考慮することとし，敷地に最も近いＳＭＧＡ１の位置を敷地直

近（断層面北西端）に移動させたケースを考慮する。 

なお，破壊開始点については，ＳＭＧＡの位置を移動させたケース

についても，複数の位置を設定する。 

不確かさケースの検討ケース一覧を第5.6－2表に，不確かさケースの

断層モデル及び断層パラメータを第5.6－15図及び第5.6－3表に示す。

また，断層モデルのパラメータの設定フローを第5.6－14図に示す。 

(c)  応答スペクトルに基づく地震動評価 

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」は，既往の距離減衰

式に対して外挿になること，また，敷地に対して断層面が大きく拡がっ

ていることから，距離減衰式による評価が困難であるため，断層モデル

を用いた手法により地震動評価を行う。 

 

(d)  断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価では，敷地において要素地

震として利用可能な観測記録が得られていることから，経験的グリーン

ルは，諸井他（2013）の検討におけるＳＭＧＡの短周期レベルの最大

値を上回っていることから，基本モデルのＳＭＧＡ面積比は過小な設

定とはなっていない。 

(b)  不確かさを考慮するパラメータの設定 

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の不確かさとして

は，基本モデルで既往最大の地震規模及び1978年宮城県沖地震を踏ま

えた短周期レベルを考慮していることから，ＳＭＧＡの位置の不確か

さのみ考慮することとし，敷地に最も近いＳＭＧＡ１の位置を敷地直

近（断層面北西端）に移動させたケースを考慮する。 

なお，破壊開始点については，ＳＭＧＡの位置を移動させたケース

についても，複数の位置を設定する。 

不確かさケースの検討ケース一覧を第5.6－2表に，不確かさケースの

断層モデル及び断層パラメータを第5.6－15図及び第5.6－3表に示す。

また，断層モデルのパラメータの設定フローを第5.6－14図に示す。 

(c)  応答スペクトルに基づく地震動評価 

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」は，既往の距離減衰

式に対して外挿になること，また，敷地に対して断層面が大きく拡がっ

ていることから，距離減衰式による評価が困難であるため，断層モデル

を用いた手法により地震動評価を行う。 

 

(d)  断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価では，敷地において要素地

震として利用可能な観測記録が得られていることから，経験的グリーン
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関数法を用いる。 

要素地震としては，各領域で発生した同様の震源メカニズムをもつ

地震を用いることとし，三陸沖北部の領域に対して2001年８月14日の

地震（Ｍ6.4），三陸沖中南部の領域に対して2015年５月13日の地震

（Ｍ6.8），宮城県沖の領域に対して2011年３月10日の地震（Ｍ

6.8），十勝沖の領域に対して2008年９月11日の地震（Ｍ7.1），根室

沖の領域に対して2004年11月29日の地震（Ｍ7.1）の敷地における観測

記録を用いる。各要素地震の震源パラメータを第5.6－5表に，各要素

地震の震央分布と発震機構及び観測記録の波形を第5.6－16図に示す。 

基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用いた地震動評価

結果の応答スペクトルを第5.6－17図に示す。 

 

ｂ．想定海洋プレート内地震 

(a)基本モデルの設定 

海洋プレート内地震の検討用地震として選定した「想定海洋プレー

ト内地震」については，地震調査研究推進本部（2017）(59)に基づき震

源モデルを設定する。 

地震規模は，同一テクトニクス内の東北地方で発生した二重深発地

震面上面の地震のうち最も規模が大きい地震である，2011年４月７日

宮城県沖の地震と同規模（Ｍ7.2，ＭＷ7.1）とする。 

短周期レベルは，地震調査研究推進本部（2017）(59)による海洋プレ

ート内地震の標準的な短周期レベルを考慮し設定する。 

断層面の位置は，敷地前面の沈み込む海洋プレートと敷地との距離

関数法を用いる。 

要素地震としては，各領域で発生した同様の震源メカニズムをもつ

地震を用いることとし，三陸沖北部の領域に対して2001年８月14日の

地震（Ｍ6.4），三陸沖中南部の領域に対して2015年５月13日の地震

（Ｍ6.8），宮城県沖の領域に対して2011年３月10日の地震（Ｍ

6.8），十勝沖の領域に対して2008年９月11日の地震（Ｍ7.1），根室

沖の領域に対して2004年11月29日の地震（Ｍ7.1）の敷地における観測

記録を用いる。各要素地震の震源パラメータを第5.6－5表に，各要素

地震の震央分布と発震機構及び観測記録の波形を第5.6－16図に示す。 

基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用いた地震動評価

結果の応答スペクトルを第5.6－17図に示す。 

 

ｂ．想定海洋プレート内地震 

(a)基本モデルの設定 

海洋プレート内地震の検討用地震として選定した「想定海洋プレー

ト内地震」については，地震調査研究推進本部（2017）(59)に基づき震

源モデルを設定する。 

地震規模は，同一テクトニクス内の東北地方で発生した二重深発地

震面上面の地震のうち最も規模が大きい地震である，2011年４月７日

宮城県沖の地震と同規模（Ｍ7.2，ＭＷ7.1）とする。 

短周期レベルは，地震調査研究推進本部（2017）(59)による海洋プレ

ート内地震の標準的な短周期レベルを考慮し設定する。 

断層面の位置は，敷地前面の沈み込む海洋プレートと敷地との距離
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が最小となる位置の海洋性マントル内に設定する(68)。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケースを第5.6－6表に，基本モデルの断層モデル

及び断層パラメータを第5.6－18図及び第5.6－7表に示す。また，断層

モデルのパラメータの設定フローを第5.6－19図に示す。 

(b)  不確かさを考慮するパラメータの設定 

想定海洋プレート内地震の地震動評価にあたっては，以下に示すパ

ラメータの不確かさを考慮する。 

短周期レベルの不確かさとしては，原田他（2011）(72)の知見を踏ま

え，短周期レベルの値を地震調査研究推進本部（2017）(59)による値の

1.5倍としたケースを考慮する。 

断層位置の不確かさとしては，断層面上端が海洋性地殻の上端に位置

するよう設定した上で，アスペリティを断層面の上端に配置したケース

を考慮する。 

地震規模の不確かさとしては，基本モデルの断層面について，2011

年４月７日宮城県沖の地震の地震規模を上回るＭＷ7.4としたケースを

考慮する。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさケースについ

て，複数の位置を設定する。 

不確かさケースの検討ケース一覧を第5.6－6表に，不確かさケースの

断層モデルを第5.6－18図及び第5.6－20図に，また，断層パラメータ

を第5.6－8表に示す。断層モデルのパラメータの設定フローを第5.6－

19図に示す。 

が最小となる位置の海洋性マントル内に設定する(68)。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケースを第5.6－6表に，基本モデルの断層モデル

及び断層パラメータを第5.6－18図及び第5.6－7表に示す。また，断層

モデルのパラメータの設定フローを第5.6－19図に示す。 

(b)  不確かさを考慮するパラメータの設定 

想定海洋プレート内地震の地震動評価にあたっては，以下に示すパ

ラメータの不確かさを考慮する。 

短周期レベルの不確かさとしては，原田他（2011）(72)の知見を踏ま

え，短周期レベルの値を地震調査研究推進本部（2017）(59)による値の

1.5倍としたケースを考慮する。 

断層位置の不確かさとしては，断層面上端が海洋性地殻の上端に位置

するよう設定した上で，アスペリティを断層面の上端に配置したケース

を考慮する。 

地震規模の不確かさとしては，基本モデルの断層面について，2011

年４月７日宮城県沖の地震の地震規模を上回るＭＷ7.4としたケースを

考慮する。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさケースについ

て，複数の位置を設定する。 

不確かさケースの検討ケース一覧を第5.6－6表に，不確かさケースの

断層モデルを第5.6－18図及び第5.6－20図に，また，断層パラメータ

を第5.6－8表に示す。断層モデルのパラメータの設定フローを第5.6－

19図に示す。 
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(c)  応答スペクトルに基づく地震動評価 

応答スペクトルに基づく地震動評価では，海洋プレート内地震の観測

記録が敷地において得られていることから，観測記録の応答スペクトル

とNoda et al.（2002）の方法に基づく応答スペクトルとの比をサイト

補正係数として考慮することにより，敷地における地震動特性を反映す

る。海洋プレート内地震の応答スペクトル比を第5.6－21図に示す。 

第5.6－22図に，基本モデル及び各不確かさケースの応答スペクトル

に基づく地震動評価結果の応答スペクトルを示す。 

 

(d)  断層モデルを用いた手法による地震動評価 

「想定海洋プレート内地震」の断層モデルを用いた手法による地震

動評価については，適切な要素地震となる地震観測記録が敷地で得ら

れていないことから，統計的グリーン関数法を用いる。 

第5.6－23図に，基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用

いた地震動評価結果の応答スペクトルを示す。 

 

(c)  応答スペクトルに基づく地震動評価 

応答スペクトルに基づく地震動評価では，海洋プレート内地震の観測

記録が敷地において得られていることから，観測記録の応答スペクトル

とNoda et al.（2002）の方法に基づく応答スペクトルとの比をサイト

補正係数として考慮することにより，敷地における地震動特性を反映す

る。海洋プレート内地震の応答スペクトル比を第5.6－21図に示す。 

第5.6－22図に，基本モデル及び各不確かさケースの応答スペクトル

に基づく地震動評価結果の応答スペクトルを示す。 

 

(d)  断層モデルを用いた手法による地震動評価 

「想定海洋プレート内地震」の断層モデルを用いた手法による地震

動評価については，適切な要素地震となる地震観測記録が敷地で得ら

れていないことから，統計的グリーン関数法を用いる。 

第5.6－23図に，基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用

いた地震動評価結果の応答スペクトルを示す。 
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ｃ．内陸地殻内地震 

(a)  基本モデルの設定 

内陸地殻内地震の検討用地震として選定した「横浜断層による地

震」については，地質調査結果及び地震調査研究推進本部（2017）(59)

に基づき震源モデルを設定する。 

断層傾斜角は反射法地震探査結果に基づき60度に設定し，地震発生

層厚さと断層傾斜角を考慮して断層幅を13.9kmとする。震源断層長さ

は，地震規模がＭw6.5となるように，断層幅を考慮して27kmとし，そ

の地震モーメントは7.83×1018Nmとなる。 

アスペリティの位置については，敷地への影響が大きくなるよう

に，アスペリティの北端を横浜断層の北端に，また，アスペリティの

上端を，設定した断層モデルの上端に設定する。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケースを第5.6－9表に示す。基本モデルの断層モ

デル及び断層パラメータを第5.6－24図及び第5.6－10表に示す。ま

た，断層モデルのパラメータの設定フローを第5.6－25図に示す。 

(b)  不確かさを考慮するパラメータの設定 

「横浜断層による地震」の地震動評価にあたっては，以下に示すパ

ラメータの不確かさを考慮する。 

応力降下量の不確かさケースとしては，2007年新潟県中越沖地震の

知見を踏まえ，基本モデルにおける値の1.5倍としたケースを考慮す

る。 

横浜断層については，地質調査結果によると，高角の逆断層である

ｃ．内陸地殻内地震 

(a)  基本モデルの設定 

内陸地殻内地震の検討用地震として選定した「横浜断層による地

震」については，地質調査結果及び地震調査研究推進本部（2017）(59)

に基づき震源モデルを設定する。 

断層傾斜角は反射法地震探査結果に基づき60度に設定し，地震発生

層厚さと断層傾斜角を考慮して断層幅を13.9kmとする。震源断層長さ

は，地震規模がＭw6.5となるように，断層幅を考慮して27kmとし，そ

の地震モーメントは7.83×1018Nmとなる。 

アスペリティの位置については，敷地への影響が大きくなるよう

に，アスペリティの北端を横浜断層の北端に，また，アスペリティの

上端を，設定した断層モデルの上端に設定する。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケースを第5.6－9表に示す。基本モデルの断層モ

デル及び断層パラメータを第5.6－24図及び第5.6－10表に示す。ま

た，断層モデルのパラメータの設定フローを第5.6－25図に示す。 

(b)  不確かさを考慮するパラメータの設定 

「横浜断層による地震」の地震動評価にあたっては，以下に示すパ

ラメータの不確かさを考慮する。 

応力降下量の不確かさケースとしては，2007年新潟県中越沖地震の

知見を踏まえ，基本モデルにおける値の1.5倍としたケースを考慮す

る。 

横浜断層については，地質調査結果によると，高角の逆断層である
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ことが確認されているが，断層傾斜角の不確かさとして，断層傾斜角

を45度としたケースを考慮する。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさケースについ

て，複数の位置を設定する。 

不確かさケースの検討ケース一覧を第5.6－9表に示す。不確かさケース

の断層モデルを第5.6－24図及び第5.6－26図に，また，断層パラメー

タを第5.6－11表に示す。断層モデルのパラメータの設定フローを第

5.6－25図に示す。 

 

(c)  応答スペクトルに基づく地震動評価 

応答スペクトルに基づく地震動評価では，内陸地殻内地震の観測記録

が敷地において十分得られていないことから，Noda et al.（2002）に

よる内陸地殻内地震の補正による低減を考慮しない。 

第5.6－9表に示す各検討ケースを対象として，Noda et al.（2002）

に基づき算定した応答スペクトルを第5.6－27図に示す。 

また，Noda et al.（2002）以外の距離減衰式(75)(76)(77)による評価を行

うこととし，評価に用いる距離減衰式を第5.6－12表に示す。 

Noda et al.（2002）にる評価結果とNoda et al.（2002）以外の距離

減衰式による評価結果の応答スペクトルを第5.6－28図に示す。 

 

(d)  断層モデルを用いた手法による地震動評価 

「横浜断層による地震」の断層モデルを用いた手法による地震動評価

については，適切な要素地震となる地震観測記録が敷地で得られていな

ことが確認されているが，断層傾斜角の不確かさとして，断層傾斜角

を45度としたケースを考慮する。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさケースについ

て，複数の位置を設定する。 

不確かさケースの検討ケース一覧を第5.6－9表に示す。不確かさケース

の断層モデルを第5.6－24図及び第5.6－26図に，また，断層パラメー

タを第5.6－11表に示す。断層モデルのパラメータの設定フローを第

5.6－25図に示す。 

 

(c)  応答スペクトルに基づく地震動評価 

応答スペクトルに基づく地震動評価では，内陸地殻内地震の観測記録

が敷地において十分得られていないことから，Noda et al.（2002）に

よる内陸地殻内地震の補正による低減を考慮しない。 

第5.6－9表に示す各検討ケースを対象として，Noda et al.（2002）

に基づき算定した応答スペクトルを第5.6－27図に示す。 

また，Noda et al.（2002）以外の距離減衰式(75)(76)(77)による評価を行

うこととし，評価に用いる距離減衰式を第5.6－12表に示す。 

Noda et al.（2002）にる評価結果とNoda et al.（2002）以外の距離

減衰式による評価結果の応答スペクトルを第5.6－28図に示す。 

 

(d)  断層モデルを用いた手法による地震動評価 

「横浜断層による地震」の断層モデルを用いた手法による地震動評価

については，適切な要素地震となる地震観測記録が敷地で得られていな
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いことから，統計的グリーン関数法を用いる。 

第 5.6－9 表に示す各検討ケースを対象として，統計的グリーン関数

法を用いた断層モデルにより算定した地震動評価結果の応答スペクトル

を第5.6－29図に示す。 

なお，基本モデルについては，統計的グリーン関数法及び理論的手法

を用いたハイブリッド合成法による地震動評価を行っており，その評価

結果を第5.6－30図に示す。第5.6－30 図によると，ハイブリッド合成

法による地震動評価結果は，統計的グリーン関数法による評価結果と同

程度となっている。 

 

いことから，統計的グリーン関数法を用いる。 

第 5.6－9 表に示す各検討ケースを対象として，統計的グリーン関数

法を用いた断層モデルにより算定した地震動評価結果の応答スペクトル

を第5.6－29図に示す。 

なお，基本モデルについては，統計的グリーン関数法及び理論的手法

を用いたハイブリッド合成法による地震動評価を行っており，その評価

結果を第5.6－30図に示す。第5.6－30 図によると，ハイブリッド合成

法による地震動評価結果は，統計的グリーン関数法による評価結果と同

程度となっている。 
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5.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

(1) 評価方法 

震源を特定せず策定する地震動の評価に当たっては，震源と活断層を関

連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震を検討対象地震として選定

し，それらの地震時に得られた震源近傍における観測記録を収集し，敷地

の地盤物性を考慮した応答スペクトルを設定する。 

採用する地震観測記録の選定に当たっては，敷地周辺との地域差を検討

するとともに，観測記録と第5.6－31図に示す加藤他（2004）(78)の応答ス

ペクトルとの大小関係を考慮する。 

 

(2)  検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震の震源近

傍の観測記録の収集においては，震源断層がほぼ地震発生層の厚さ全体に

拡がっているものの，地表地震断層としてその全容を表すまでに至ってい

ないＭw6.5 以上の地震及び断層破壊領域が地震発生層内部に留まり，国内

においてどこでも発生すると考えられる地震で，震源の位置も規模もわか

らない地震として地震学的検討から全国共通で考慮すべきＭw6.5 未満の地

震を対象とする。検討対象地震を第5.6－13表に示す。 

ａ．Ｍw6.5以上の地震 

第5.6－13表に示した検討対象地震のうち，Ｍw6.5以上の2008年岩手・

宮城内陸地震及び2000年鳥取県西部地震の震源域と敷地周辺との地域差

を検討し，観測記録収集対象の要否について検討を行う。 

(a)  2008年岩手・宮城内陸地震 

5.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

(1) 評価方法 

震源を特定せず策定する地震動の評価に当たっては，震源と活断層を関

連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震を検討対象地震として選定

し，それらの地震時に得られた震源近傍における観測記録を収集し，敷地

の地盤物性を考慮した応答スペクトルを設定する。 

採用する地震観測記録の選定に当たっては，敷地周辺との地域差を検討

するとともに，観測記録と第5.6－31図に示す加藤他（2004）(78)の応答ス

ペクトルとの大小関係を考慮する。 

 

(2)  検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震の震源近

傍の観測記録の収集においては，震源断層がほぼ地震発生層の厚さ全体に

拡がっているものの，地表地震断層としてその全容を表すまでに至ってい

ないＭw6.5 以上の地震及び断層破壊領域が地震発生層内部に留まり，国内

においてどこでも発生すると考えられる地震で，震源の位置も規模もわか

らない地震として地震学的検討から全国共通で考慮すべきＭw6.5 未満の地

震を対象とする。検討対象地震を第5.6－13表に示す。 

ａ．Ｍw6.5以上の地震 

第5.6－13表に示した検討対象地震のうち，Ｍw6.5以上の2008年岩手・

宮城内陸地震及び2000年鳥取県西部地震の震源域と敷地周辺との地域差

を検討し，観測記録収集対象の要否について検討を行う。 

(a)  2008年岩手・宮城内陸地震 
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2008年岩手・宮城内陸地震の震源域近傍は，主に新第三紀以降の火山

岩類及び堆積岩類が広く分布し，断続的な褶曲構造が認められ，東西圧

縮応力による逆断層により脊梁山脈を成長させている地域である。さら

に，火山フロントに位置し，火山噴出物に広く覆われており断層変位基

準となる段丘面の分布が限られている。 

また，産業技術総合研究所（2009）(79)によるひずみ集中帯分布図に

よれば，震源近傍は，地質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域内にあ

る。 

一方，敷地周辺では，断層変位基準となる海成段丘面が広く分布して

いること，地質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域外に位置しているこ

と等，震源域近傍との地域差は認められる。しかしながら，敷地周辺で

は震源域と同様に東西圧縮応力による逆断層が分布していることや，新

第三系火山岩類及び堆積岩類の分布が認められることなど一部で類似点

も認められる。 

以上より，更なる安全性向上の観点から，より保守的に2008年岩手・

宮城内陸地震を観測記録収集対象として選定する。 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源近傍の地震観測記録を収集し，その

地震動レベル及び地盤増幅特性を評価する。その結果，地盤の非線形性

や特異な増幅特性が無く，基盤地震動を算定する地盤構造モデルについ

て，観測記録の伝達関数を再現できることを確認した栗駒ダム（右岸地

山），KiK-net金ヶ崎観測点，KiK-net一関東観測点，KiK-net花巻南観

測点及びK-NET一関観測点の観測記録を信頼性の高い基盤地震動が評価

可能な観測記録として選定する。なお，KiK-net一関東観測点について

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域近傍は，主に新第三紀以降の火山

岩類及び堆積岩類が広く分布し，断続的な褶曲構造が認められ，東西圧

縮応力による逆断層により脊梁山脈を成長させている地域である。さら

に，火山フロントに位置し，火山噴出物に広く覆われており断層変位基

準となる段丘面の分布が限られている。 

また，産業技術総合研究所（2009）(79)によるひずみ集中帯分布図に

よれば，震源近傍は，地質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域内にあ

る。 

一方，敷地周辺では，断層変位基準となる海成段丘面が広く分布して

いること，地質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域外に位置しているこ

と等，震源域近傍との地域差は認められる。しかしながら，敷地周辺で

は震源域と同様に東西圧縮応力による逆断層が分布していることや，新

第三系火山岩類及び堆積岩類の分布が認められることなど一部で類似点

も認められる。 

以上より，更なる安全性向上の観点から，より保守的に2008年岩手・

宮城内陸地震を観測記録収集対象として選定する。 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源近傍の地震観測記録を収集し，その

地震動レベル及び地盤増幅特性を評価する。その結果，地盤の非線形性

や特異な増幅特性が無く，基盤地震動を算定する地盤構造モデルについ

て，観測記録の伝達関数を再現できることを確認した栗駒ダム（右岸地

山），KiK-net金ヶ崎観測点，KiK-net一関東観測点，KiK-net花巻南観

測点及びK-NET一関観測点の観測記録を信頼性の高い基盤地震動が評価

可能な観測記録として選定する。なお，KiK-net一関東観測点について
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は，鉛直方向の観測記録の伝達関数を再現できていないことから，信頼

性の高い基盤地震動の評価は困難と判断し，水平方向のみ基盤地震動が

適切に評価可能な観測記録として選定する。 

選定した５つの観測記録の中で，大きな基盤地震動として，栗駒ダム

（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点及びKiK-net一関東観測点（水平方

向のみ）を，震源を特定せず策定する地震動に考慮する基盤地震動とし

て選定する。 

基盤地震動として選定した各観測点位置のＳ波速度は，栗駒ダムで

700m/s以上，KiK-net金ヶ崎観測点で540m/s，KiK-net一関東観測点で

680m/sといずれの観測点も敷地の解放基盤表面のＳ波速度と同等あるい

は低い値となっていることから，地盤のＳ波速度による補正を行わない

こととする。 

以上より，栗駒ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点及びKiK-net

一関東観測点（水平方向のみ）の基盤地震動に保守性を考慮し，震源を

特定せず策定する地震動として，「2008年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダ

ム[右岸地山］）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net金ヶ崎）」

及び「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net一関東）」を採用する。 

(b)  2000年鳥取県西部地震 

2000年鳥取県西部地震は，西北西－東南東の圧縮応力による横ずれ断

層の地震とされている。岡田（2002）(80)によれば，文献では震源域周

辺に活断層は記載されておらず，活断層発達過程でみると，初期の発達

段階を示し，断層破砕帯幅も狭く未成熟な状態とみなされている。井上

他（2002）(81)によれば，新第三紀中新世に貫入した安山岩～玄武岩質

は，鉛直方向の観測記録の伝達関数を再現できていないことから，信頼

性の高い基盤地震動の評価は困難と判断し，水平方向のみ基盤地震動が

適切に評価可能な観測記録として選定する。 

選定した５つの観測記録の中で，大きな基盤地震動として，栗駒ダム

（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点及びKiK-net一関東観測点（水平方

向のみ）を，震源を特定せず策定する地震動に考慮する基盤地震動とし

て選定する。 

基盤地震動として選定した各観測点位置のＳ波速度は，栗駒ダムで

700m/s以上，KiK-net金ヶ崎観測点で540m/s，KiK-net一関東観測点で

680m/sといずれの観測点も敷地の解放基盤表面のＳ波速度と同等あるい

は低い値となっていることから，地盤のＳ波速度による補正を行わない

こととする。 

以上より，栗駒ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点及びKiK-net

一関東観測点（水平方向のみ）の基盤地震動に保守性を考慮し，震源を

特定せず策定する地震動として，「2008年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダ

ム[右岸地山］）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net金ヶ崎）」

及び「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net一関東）」を採用する。 

(b)  2000年鳥取県西部地震 

2000年鳥取県西部地震は，西北西－東南東の圧縮応力による横ずれ断

層の地震とされている。岡田（2002）(80)によれば，文献では震源域周

辺に活断層は記載されておらず，活断層発達過程でみると，初期の発達

段階を示し，断層破砕帯幅も狭く未成熟な状態とみなされている。井上

他（2002）(81)によれば，新第三紀中新世に貫入した安山岩～玄武岩質
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の岩脈が頻繁に分布しており，貫入方向が震源断層に平行であることが

示されている。 

一方，敷地周辺は，東西圧縮応力による逆断層が認められる地域であ

り，断層変位基準となる海成段丘面が広く認められる地域である。 

以上より，2000年鳥取県西部地震震源域と敷地周辺地域とは活断層

の特徴，地質・地質構造等に地域差が認められると判断されることか

ら，2000年鳥取県西部地震は観測記録収集対象外とする。 

ｂ．Ｍw6.5未満の地震 

第5.6－13表に示した検討対象地震のうち，Ｍw6.5未満の14地震につい

て，震源近傍の観測記録を収集して，その地震動レベルを整理する。 

その結果，加藤他（2004）を一部周期帯で上回る地震観測記録として

2004年北海道留萌支庁南部地震，2013年栃木県北部地震，2011年茨城県

北部地震，2011年和歌山県北部地震及び2011年長野県北部地震の観測記

録を抽出する。 

抽出した観測記録のうち，2013年栃木県北部地震，2011年茨城県北部

地震，2011年和歌山県北部地震及び2011年長野県北部地震については，

記録を再現できる適切な地盤モデルが構築できず，基盤地震動の評価が

困難であることから，震源を特定せず策定する地震動に考慮しない。 

一方，2004年北海道留萌支庁南部地震については，震源近傍のK-NET港

町観測点において，佐藤他（2013）(82)が詳細な地盤調査に基づいて基盤

地震動の推定を行っており，信頼性の高い基盤地震動が得られている。

この基盤地震動に保守性を考慮し，震源を特定せず策定する地震動とし

て「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）」を採用する。 

の岩脈が頻繁に分布しており，貫入方向が震源断層に平行であることが

示されている。 

一方，敷地周辺は，東西圧縮応力による逆断層が認められる地域であ

り，断層変位基準となる海成段丘面が広く認められる地域である。 

以上より，2000年鳥取県西部地震震源域と敷地周辺地域とは活断層

の特徴，地質・地質構造等に地域差が認められると判断されることか

ら，2000年鳥取県西部地震は観測記録収集対象外とする。 

ｂ．Ｍw6.5未満の地震 

第5.6－13表に示した検討対象地震のうち，Ｍw6.5未満の14地震につい

て，震源近傍の観測記録を収集して，その地震動レベルを整理する。 

その結果，加藤他（2004）を一部周期帯で上回る地震観測記録として

2004年北海道留萌支庁南部地震，2013年栃木県北部地震，2011年茨城県

北部地震，2011年和歌山県北部地震及び2011年長野県北部地震の観測記

録を抽出する。 

抽出した観測記録のうち，2013年栃木県北部地震，2011年茨城県北部

地震，2011年和歌山県北部地震及び2011年長野県北部地震については，

記録を再現できる適切な地盤モデルが構築できず，基盤地震動の評価が

困難であることから，震源を特定せず策定する地震動に考慮しない。 

一方，2004年北海道留萌支庁南部地震については，震源近傍のK-NET港

町観測点において，佐藤他（2013）(82)が詳細な地盤調査に基づいて基盤

地震動の推定を行っており，信頼性の高い基盤地震動が得られている。

この基盤地震動に保守性を考慮し，震源を特定せず策定する地震動とし

て「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）」を採用する。 



令和 2年 8月 14 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

事業変更許可申請書 添付四の内「５．地震」前後対比表（対令和 2年 7月申請） 

添付四（5.地震）－４２ 
 

令和2年3月補正申請 令和2年7月 補正 備考 

ｃ．震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

加藤他（2004)の応答スペクトルは，震源を特定せず策定する地震動と

して採用した「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」，

「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎）」，「2008 年岩手・宮

城内陸地震（KiK-net一関東）」，「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-

NET港町）」の応答スペクトルを一部周期帯において上回る。 

このことから，加藤他（2004）の応答スペクトルを震源特定せず策定

する地震動として採用する。 

なお，加藤他（2004）の応答スペクトルには，Noda et al.（2002）の

方法より求めた敷地の地盤物性を考慮している。 

震源を特定せず策定する地震動として採用した「2008年岩手・宮城内

陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-

net金ヶ崎）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net一関東）」，

「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）」の応答スペクトル及び

加藤他（2004）の応答スペクトルを第5.6－32図に示す。 

 

ｃ．震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

加藤他（2004)の応答スペクトルは，震源を特定せず策定する地震動と

して採用した「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」，

「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎）」，「2008 年岩手・宮

城内陸地震（KiK-net一関東）」，「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-

NET港町）」の応答スペクトルを一部周期帯において上回る。 

このことから，加藤他（2004）の応答スペクトルを震源特定せず策定

する地震動として採用する。 

なお，加藤他（2004）の応答スペクトルには，Noda et al.（2002）の

方法より求めた敷地の地盤物性を考慮している。 

震源を特定せず策定する地震動として採用した「2008年岩手・宮城内

陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-

net金ヶ崎）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net一関東）」，

「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）」の応答スペクトル及び

加藤他（2004）の応答スペクトルを第5.6－32図に示す。 
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5.6.3 基準地震動の策定 

「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「5.6.2 震源

を特定せず策定する地震動」の評価結果に基づき，敷地の解放基盤表面にお

ける水平方向及び鉛直方向の地震動として，基準地震動を策定する。 

(1) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動 

ａ．応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動として Ss－A を設定す

る。基準地震動Ss－Aは，設計用応答スペクトルに適合する設計用模擬地

震波で表すものとする。 

(a)  設計用応答スペクトル 

 「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」において応答

スペクトルに基づく手法により評価した検討用地震による地震動の応答

スペクトル及び不確かさを考慮した応答スペクトルを第5.6－33図に示

す。これら全ての応答スペクトルを包絡して策定した水平方向の設計用

応答スペクトルSs－AH及び鉛直方向の設計用応答スペクトルSs－AVを

第5.6－33図に併せて示す。 

 設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss－AV のコントロール・ポイントの

値を第5.6－14表に示す。 

 

(b)  設計用模擬地震波 

基準地震動 Ss－A は，設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV で表すもの

とする。 

設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV は，それぞれの応答スペクトルに
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ａ．応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動として Ss－A を設定す
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適合するように地震動の振幅包絡線の経時的変化に基づいて，正弦波

の重ね合わせによって作成する。これらの設計用模擬地震波の継続時

間と振幅包絡線は，Noda et al.（2002）に基づき第5.6－34図の形状

とし，振幅包絡線の経時的変化を第5.6－15表に示す。 

設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の作成結果を第 5.6－16 表に，設

計用応答スペクトルに対する設計用模擬地震波の応答スペクトルの比

を第5.6－35図に示す。 

以上により策定した設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の加速度時刻

歴波形を第5.6－36図に，最大加速度振幅値を第5.6－17表に示す。 

ｂ．断層モデルを用いた手法による基準地震動 

「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」において断層モ

デルを用いた手法により評価した検討用地震による地震動の応答スペク

トル及び不確かさを考慮した応答スペクトルと上記 a.で設定した設計用

応答スペクトルSs－AH，Ss－AVとの比較を第5.6－37図に示す。 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果は，設計用応答スペク

トル Ss－AH，Ss－AV を全ての周期帯において下回る。このため，断層モ

デルを用いた手法による基準地震動は，応答スペクトルに基づく手法で

設定した基準地震動Ss－Aで代表させる。 
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ら，「2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町）」を基準地震動 Ss－

B1，「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」を Ss－B2，

「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎）」を Ss－B3 及び「2008 年

岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」を Ss－B4（水平方向のみ）として

設定する。その応答スペクトルを第 5.6－39 図に，加速度時刻歴波形を第

5.6－40図に示す。 
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岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」を Ss－B4（水平方向のみ）として

設定する。その応答スペクトルを第 5.6－39 図に，加速度時刻歴波形を第

5.6－40図に示す。 
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5.6.4 基準地震動の超過確率 

日本原子力学会（2007）(83)に基づいて算定した敷地における地震動の一様

ハザードスペクトルと基準地震動の応答スペクトルを比較する。 

震源については，地震発生様式ごとに，「特定震源モデルに基づく評価」

及び「領域震源モデルに基づく評価」に分けて考慮することとし，確率論的

地震ハザードに大きな影響を及ぼす認識論的不確かさを選定し，ロジックツ

リーを作成する。 

ロジックツリーは，地震調査研究推進本部（2013）(84)の考え方に基づき作

成する。 

地震調査研究推進本部（2013）では，「領域震源モデルに基づく評価」に

用いる各領域の地震規模の設定に当たり，「モデル１」及び「モデル２」の

２つの考え方を示しており，「モデル２」においては，地震規模が確率論的

地震ハザード評価に与える影響を検討するために，各領域に「モデル１」よ

り大きな地震規模を用いている。敷地での確率論的地震ハザード評価におけ

る「領域震源モデルに基づく評価」では，「モデル１」に加え「モデル２」

についてもロジックツリーの分岐として考慮する。 

設定したロジックツリーを第5.6－41図に示す。また，特定震源モデルの

うち，断層による地震において評価対象とする活断層の諸元を第5.6－18表

に，領域震源におけるロジックツリーの分岐ごとの最大地震規模を第5.6－

19表に示す。 

なお，プレート間地震及び海洋プレート内地震の長期評価に関する地震調

査委員会（2019）(86)の知見があるが，本知見における地震規模及び発生間隔

は，敷地での確率論的地震ハザード評価における設定と同等もしくは包絡さ

5.6.4 基準地震動の超過確率 

日本原子力学会（2007）(83)に基づいて算定した敷地における地震動の一様

ハザードスペクトルと基準地震動の応答スペクトルを比較する。 

震源については，地震発生様式ごとに，「特定震源モデルに基づく評価」
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地震ハザード評価に与える影響を検討するために，各領域に「モデル１」よ

り大きな地震規模を用いている。敷地での確率論的地震ハザード評価におけ

る「領域震源モデルに基づく評価」では，「モデル１」に加え「モデル２」

についてもロジックツリーの分岐として考慮する。 

設定したロジックツリーを第5.6－41図に示す。また，特定震源モデルの

うち，断層による地震において評価対象とする活断層の諸元を第5.6－18表

に，領域震源におけるロジックツリーの分岐ごとの最大地震規模を第5.6－

19表に示す。 

なお，プレート間地震及び海洋プレート内地震の長期評価に関する地震調
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れるものであることから，敷地での確率論的地震ハザード評価に影響はな

い。 

基準地震動Ss－Aの応答スペクトルと年超過確率ごとの一様ハザードスペ

クトルの比較を第5.6－42図に示す。基準地震動Ss－Aの年超過確率は，10-4

～10-5程度である。 

また，「震源を特定せず策定する地震動」に基づき設定した基準地震動 Ss

－B1～Ss－B4 の応答スペクトルと内陸地殻内地震の領域震源による一様ハザ

ードスペクトルの比較を第5.6－43図に示す。基準地震動Ss－B1～Ss－B4の

年超過確率は，10-4～10-5程度である。 
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令和 2年 8月 14 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

事業変更許可申請書 添付四の内「５．地震」前後対比表（対令和 2年 7月申請） 

添付四（5.地震）－５０ 
 

令和2年3月補正申請 令和2年7月 補正 備考 
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令和 2年 8月 14 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

事業変更許可申請書 添付四の内「５．地震」前後対比表（対令和 2年 7月申請） 

添付四（5.地震）－５１ 
 

令和2年3月補正申請 令和2年7月 補正 備考 
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令和 2年 8月 14 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

事業変更許可申請書 添付四の内「５．地震」前後対比表（対令和 2年 7月申請） 

添付四（5.地震）－５２ 
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令和 2年 8月 14 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

事業変更許可申請書 添付四の内「５．地震」前後対比表（対令和 2年 7月申請） 

添付四（5.地震）－５３ 
 

令和2年3月補正申請 令和2年7月 補正 備考 
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事業変更許可申請書 添付四の内「５．地震」前後対比表（対令和 2年 7月申請） 

添付四（5.地震）－５４ 
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